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市場別顧客基盤
／マーケティング独自性、先進性、意匠性

グローバル生産体制
／サプライチェーン

独自の製品・サービス

技術 サステナブル原材料使用比
率の拡大

人財 多様な人財が働きがいをもち
能力発揮できる環境の整備

脱炭素
温室効果ガス（GHG）
排出削減目標のSBT認定
取得・排出削減

サプライチェーン 1次サプライヤーのリスク評
価実施

品質 工程内品質の見える化
タイヤ安全啓発活動

社会の持続可能性に資するモノづくりと
使う人に喜びをもたらす製品の具現化

ビジネスプロセス アウトプット アウトカムインプット（2024年度）

ー私たちの使命ー

お客さまの期待や満足を超える
感動や驚きを生み出し、豊かな社会づくりに貢献します。

私たちのありたい姿
（めざす企業像）

コーポレートガバナンス
全社リスクマネジメント

持続的な成長を支える経営基盤

サステナビリティ方針

人財基盤 財務基盤 DX基盤

財務資本
● 資産合計： 722,666百万円

製造資本
市場ニーズ・需給を見極め
最適化対応する生産プロセス

● 設備投資： 25,589百万円
● 生産拠点： 13（国内5、海外8）

知的資本
高性能＋意匠性で差別化を
促進する技術基盤

● 研究開発費： 13,587百万円

人的資本
付加価値の創出を実現する

多様な人財
● 連結従業員： 11,202人
   （国内5,566人、海外5,636人） 

社会・関係資本
価値を協創するパートナーシップ
● 連結子会社： 14カ国に34社
● 強固な顧客基盤（販売業者）と
　独自のマーケティング活動
● 大学等の外部研究機関

自然資本
● 総エネルギー使用量：
 7,328.5千GJ
● 主要原材料総量： 547.0千t
● 総取水量： 3,166.0千kl

走りの愉しさ、感動・驚き
●  モビリティのある生活の質的満足、モビリティ
を通じて社会とつながる喜び

安全・安心、快適
●	�	社会変容やモビリティの変革に適応する安全
性の装備

モビリティの環境負荷低減
●  ライフサイクル全体を考えた商品企画・開発
で脱炭素社会に貢献

製品におけるサステナ
ブル
原材料採用比率

28%

Scope1,2排出量の削減
19年比 

46%削減

Scope3排出量の削減
タイヤ1本当たり

19年比

1.6%削減貢献

2024年度

連結営業利益 940億円
営業利益率 16.6%
ROE 17%
株主還元　配当性向 25%

2024年度

価値創造プロセス

マ
テ
リ
ア
リ
テ
ィ

商用車用

22........... TOYO TIRE INTEGRATED REPORT 2025  TOYO TIRE INTEGRATED REPORT 2025 .......... 23

Introduction Top Message 中期経営計画 財務戦略 マテリアリティ Trends Governance Dataビジネスモデルビジネスモデル



      

 

 

 

　

 

 

機能別組織の連携強化による質の高い事業経営

当社は、2017年に、創業時から続いてきた事業別組織をフラットな機能別組織体制に刷新し、翌2018年には、
自動車用タイヤ、自動車用部品といったモビリティ分野を事業の中核に据える経営体へと自己変革を断行しまし
た。明確な経営方針に基づき、各機能組織が専門性を高め、迅速な意思疎通・情報共有と経営資源の効率的な活用に
よって質の高い事業経営を行う基盤が整いました。さらに、中計 ʼ21でめざす姿として「グローバルでの全機能連携
を通じ、変化へ迅速・柔軟に適応する力を強化」することを掲げ、問題が生じたときにも各機能が責任を持って役割
を果たしながら、総合的視点で対応していくマネジメント体制によって事業経営を推進しています。

OPEN COUNTRYは1983年から北米市場で展開
している、当社のなかでも歴史あるタイヤブランド
です。2000年頃に北米で広まったSUVやピックアッ
プトラックのカスタムの流行を捉えて、2003年に発
売した「OPEN COUNTRY M/T」の意匠性と堅牢さが
高く評価され、世界三大カスタムショーの一つであ
るSEMAショーで会場内展示車両への高い装着率を
獲得したことを機に多くのユーザーの支持を集めま
した。その後、同ブランドでのラギッドテレーン※と
いうカテゴリーのいち早い導入とアグレッシブなパ
ターンデザインの採用（「OPEN COUNTRY R/T」）、
北米現地での生産・供給体制と独自の製造技術の整
備による安定供給と品質向上などの戦略により当社
を代表するブランドに発展しました。2016年に日
本の軽自動車向けに「OPEN COUNTRY R/T」を展開

したのを皮切りに、日本市場向けにチューニングし
た同ブランド製品を開発し、投入しています。
※ ラギッドテレーン：マッドテレーン（不整地や泥濘地・砂地などの路面に適応）と
オールテレーン（全地形に適応）の中間に位置するタイヤカテゴリー

PROXESはドライビングにおける高速安定性を基
本にあらゆる状況下でパフォーマンスを発揮するこ
と（自由自在のハンドリングと妥協のない安定感）
を開発のフィロソフィーに掲げるグローバルフラッ
グシップブランドです。主としてオンロードでの多
様な車種の特性に応じてドライバーが求めるドライ
ビング体験を高次元で叶えるために、当社の技術力
を結集したタイヤ性能が高い評価を得ています。

商品戦略

地域別の成長戦略に基づき、中期商品計画を毎年
ローリングしながら、リニューアルを含む新商品の企
画を行います。計画の実行においては、商品企画部門
が技術サービス、販売の部門と協同して積極的に市場
調査に出向き、また各種カーイベント等を通じて業界
関係者から得られる情報も加味しながら新商品の方向
性を企画立案し、これをディーラーに提示して対話を
重ねながら具現化していきます。この提案型のスタイ
ルが差別化商品を生み出す原動力となっています。商
品企画部門は、技術部門が注視する次世代モビリティ
の動向、販売部門が注視する市場の動向を押さえたう
えで、「モビリティのある生活をより楽しく面白くす
る企画を具現化する」というスタンスに立って機能連

携を促し、差別化戦略を推進しています。
特に、当社の主要市場である北米向け商品の企画に
おいては、現地の販売子会社がカスタムショップ等を
通じてきめ細やかにユーザー動向を捕捉し、スピー
ディに日米の関係部門に共有することで、タイムリー
な商品化を実現しています。直営の販売店を持たない
当社は、ディーラーの声を着実に形にすることによっ
て信頼関係を築き、顧客ロイヤリティを高めてきまし
た。こうした取り組みが現在の北米市場での当社のプ
レゼンスと利益の獲得につながっています。多様化す
る顧客ニーズに対し、今後も、顧客エンゲージメント
を通じた当社ならではの商品の具現化によってさらな
るブランド価値向上をめざします。

差別化を可能にする商品企画

商品企画戦略→技術戦略→生産・供給戦略→販売戦略

主力ブランド

OPEN COUNTRY（オープンカントリー）

意匠性に加え、より性能を重視するユーザーのニー
ズに応える機能性の向上に取り組んでおり、モータース
ポーツ活動を技術研究の効果を検証する重要な機会の
一つに位置づけています。そのため、当社は数あるレー
スのなかでもより過酷な条件下で実施されるレースに
リソースを集中し、参戦しています。オフロードレース
においては、コースの大半が砂漠で完走率は約50％と
いわれる「SCORE BAJA 1000」や、世界一過酷なモー

タースポーツ競技
と言われる「ダカー
ルラリー」にOPEN 

COUNTRYシリーズ
のタイヤ（レース用
モデルを含む）を供
給し、荒れた路面でも耐久性を確保できるゴム配合や
タイヤ構造、高速走行時の衝撃によるタイヤの損傷を

モータースポーツ活動を通じた商品機能の向上

PROXES（プロクセス）

ダカールラリー
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当社は、さまざまなユーザーの関心に寄り添った
マーケティング活動を展開しています。
車ファン＝モータースポーツファンに対しては、レー

スでの実績を積み重ねることによって製品性能を訴求
するとともにブランド認知度の向上を図っています。さ
らに、著名なラリードライバーをブランドアンバサダー
として起用したプロモーション活動を通じ、当社製品の
魅力をドライバーとしての実感とともに発信してもら
うことで、より効果的にブランド信頼度の向上につなげ
ています。
トレンドに敏感で、趣味嗜好がタイヤ選びにも反映

されるユーザーに対しては独自のアプローチを行って

います。例えば、昨今再注目されているキャンピング
に着目し、そうしたアウトドア活動に自動車を使用す
るユーザー向けに、SNSを活用して、オフロード用の
意匠性の高いタイヤのプロモーションを展開してい
ます。日本国内では、OPEN COUNTRYを装着してく
れているインスタグラマーの投稿をきっかけに、女性
ユーザーのなかに愛車のカスタムを楽しむコミュニ
ティも生まれました。そうしたユーザーにブランドの
魅力を直接感じてもらうファンミーティングなどの定
期開催を重ねることで、着実にファン層の拡大につな
がっています。

マーケティング活動

東京オートサロン2025でのブランドアンバサダートーク
ショー（左：川畑真人選手、右：Mad Mike選手）

インスタグラムフォロワー数推移
（アカウント：@teamtoyotiresjp）

OPEN COUNTRY女性ユーザーイベント

タイヤのゴムは、天然ゴム、合成ゴムのほか、カーボ
ンブラックやシリカなどさまざまな材料が混ぜ合わさ
り、その分子構造や配合物の特性が複雑に関係し合っ
てタイヤとしての性能を生み出しています。ナノバラ

ンステクノロジーを活用し、タイヤのゴムを構成する
これらの材料をナノレベル（1ナノ＝10億分の1メート
ル）で解析・設計・制御することで、求められる性能を
最大限に発揮できるゴム材料の開発を行っています。

●ゴム材料設計

求める性能を導くために、
フィラー※1とポリマー※2

の配合を解析する。

ナノ解析（予測検証）

ゴム素材の三次元観察や動的環境下でのゴム
内部構造分析の技術により、タイヤの制動時
のゴムの内部変形を観察する。

ナノ分析（観察発見）

ミニマイズする設計やビード構造などの開発に生かし
ています。OPEN COUNTRYがグローバル市場でオフ
ロードタイヤのリーディングブランドとしての地位を
確立するにはダカールラリーでの活躍が不可欠と考え
ており、技術部門と協同し、将来的にトップカテゴリー
の改造車クラスへの参戦と総合優勝を目標として取り
組んでいます。一方、サーキットレースにおいては、世界
有数の過酷な耐久レースとして知られる「ニュルブルク
リンク24時間レース」及びその前哨戦である「ニュルブ
ルクリンク耐久シリーズ」にPROXESの専用レースタイ
ヤを装着した車両で参戦しています。特に、標高差の大
きさやコーナー数の多さから超難関といわれる北コー

ニュルブルクリンク

技術戦略

自動車産業が大きな変革期にあるなか、タイヤにも
モビリティの進化を支える性能や機能をスピーディに
実現していくことが求められています。当社は独自の
材料設計基盤技術「Nano Balance Technology（ナノ

バランステクノロジー）」とシミュレーション／タイ
ヤ設計支援基盤技術「T-MODE」を両輪として製品開
発を行っており、これらの基盤技術を継続的に更新し
ています。

高機能設計力

価値創出を可能にする独自技術の強化

商品企画戦略→技術戦略→生産・供給戦略→販売戦略

素材の性能を最大限に引き出すために最適条件で加工する。
ナノ加工（精密制御）

液体の原料ゴムとフィラーを攪拌して脱水処理を施す独自
の加工技術を確立し、フィラーのより高度な均一と分散化
を実現しています。ナノ・コンポジット・ポリマーの採用に
より、耐摩耗性を維持しながら、ゴムコンパウンドのエネル
ギーロスを大幅に抑制することができ、タイヤの転がり抵抗
のグレード（燃費性）向上との両立が可能になっています。

耐摩耗性を向上させる高伸長・高強度
ゴム配合設計
タイヤ摩耗の主な原因は路面の凸凹がゴムの表
面を引っ掻くことによるゴムの離脱にあり、摩
耗改善にはゴム強度（破断時のゴムの強さ）の向
上が不可欠です。例えば、当社のアプローチの一
つとして、ポリマー鎖のつなぎ目である架橋点
に着目し、それらの位置を広げ、分散させること
で破断しにくい設計を実現しています。
タイヤ摩耗粉塵の排出に対する規制が強化され
る方向にあるなか、摩耗予測診断を含めた対応
強化に向けて投資を進める方針です。

ナノ解析などの結果をもとに新素材を
設計する。

ナノバランス
テクノロジー

4つの体系を
横断的に統合した
タイヤ技術基盤

ナノ素材設計（機能創造）

※1  フィラー： カーボンブラックやシリカなど、原料ゴムに添加することで強度、耐摩
耗性、加工性などを向上させる配合物の総称

※2 ポリマー：天然ゴム、合成ゴムを構成する分子成分

BAJA

スのラップタイムはタイヤ性能を測る重要な指標の一
つとなっており、レースでの走行経験を通じて得るデー
タや知見を高品質、高機能商品の開発に生かしていま
す。そして、欧州の消費者行動に大きな影響を与えると
されるドイツの専門誌によるテスト評価結果によって
その成果を測定し、継続的な改善につなげています。

ドイツの雑誌『Auto Bild allrad』、ドイツ自動車連盟ADAC、スイス自動車連盟TCS、
オーストリア自動車連盟ÖAMTCタイヤテストの評価　PROXES Sport2（仙台工場製）

ドイツの雑誌『Auto Bild』タイヤテストでの評価　
PROXES Comfort（セルビア工場製）

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000
（人）

2023 2024 2025

79,620

59,250

94,000

（5月末時点）

独自のナノ加工技術「Nano Composite Polymer（ナノ・コンポジット・ポリマー）」
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タイヤの開発プロセスでは、設計→シミュレーショ
ン→試作→評価を繰り返すことによって求める性能や
設計の最適化を図ります。当社はスーパーコンピュー
ターを用いた2つのシミュレーション技術（走行時の
タイヤの挙動を再現するタイヤシミュレーション、車
種情報や乗員数・荷物量・走行パターンなどを再現し、
車両の挙動によるタイヤへの影響を把握するドライビ
ングシミュレーション）とAIによる設計支援技術を統
合したタイヤ開発プラットフォームを活用し、設計の
高精度化・高効率化を図っています。
その一環として、SPDM※3により技術者が実験やシ

タイヤのゴム材料に配合されている補強剤等の薬剤
はいずれも製品の特性に直接作用するため、その種類
や量、加工方法の調整による複雑な制御が必要です。
当社では、資産としてストックしたデータをベース
に、MI技術を用いた材料設計を進めることで、高性能
な製品開発と開発時間短縮・コスト低減の両立につな
げています。MI技術の導入によって、次元の異なる材

当社は、製品開発において、技術の理論やデータに
よる裏付けに加えて、いかにお客さまの要求に応えら
れるか、そのために市場の声に敏感であることを重視
しています。技術部門には、販売部門がマーケットの
前線から汲み上げたニーズがタイムリーに共有されま
すが、技術者自身がマーケットに赴いてお客さま視点
を養う機会を積極的に設けることで、差別化商品の開
発につなげています。当社が主要なターゲットとする

A.T.O.M.は、回転する成型ドラム上に、幅15mm程
の細いリボン状に押し出したゴムを巻き取り、貼り合
わせることでタイヤに必要な部材を製造する当社独
自のタイヤ製造工法で、2000年代の初めに量産を開
始しました。タイヤ製造においては、幅の広いトレッ
ドなどの部品をドラムに巻き付け、両端部分を貼り
合わせる工法が一般的ですが、貼り合わせ部の重量が
増すことでタイヤの重心のずれが発生し、大きなタイ
ヤほどそのずれも大きく、バランス調整が課題になり
ます。A.T.O.M.は大きな貼り合わせ部が発生しないた

日本・北米・欧州の各R&D拠点で役割分担された研
究の成果を結集し、販売部門、生産部門と連携して市
場に応じた商品開発につなげています。

2024年に着手した在欧地域販売機能の集約にあわ
せ、セルビアのタイヤ工場敷地内に欧州R&D機能の一
部を移管する検討を進めています。従来、欧州R&Dが

当社の技術革新を支える人財の育成においては、基
礎知識教育、社外交流、技術の伝承に重点を置き、教育
研修に取り組んでいます。全社研修体系に加え、若手技
術者を対象として先輩社員が講師を務める技術部門独
自の教育カリキュラムを設け、専門能力の向上を図る
とともに、標準化や言語化が難しい知識やノウハウを
伝承しています。2020年からはSDGs講座を追加し、社
会課題の解決に技術開発が担う役割を認識し、業務と
結び付ける内容としています。

ミュレーションを実行して得られた情報をプラット
フォーム内に蓄積・一元管理し、ナレッジ活用を積極
的に進めており、検証プロセスの効率化や製品開発
リードタイムの短縮などの成果として表れてきていま
す。
さらに、SPDMを核として、シミュレーション技術
とAIによる設計支援技術を統合し、「逆問題解法」のア
プローチ、つまり要求性能値をインプットすればAI技
術を用いて必要な設計仕様が導き出される仕組みを活
用した開発も可能となっています。
※3  SPDM： Simulation Process and Data Managementの略。各種データを一元管理

し、標準化されたプロセスを共有できる基盤システム。

料構造情報から材料特性の推測値を算出することがで
きるようになり、さらには、「目標とする特性値から構
造を最適化する」という逆問題にも応用できることか
ら、新材料の開発領域にも適用拡大を進めています。
なお、これらの技術は、SAS Institute Japan株式会社
との協業により実現しています。
※4   マテリアルズ・インフォマティクス：AIなどを用いることで新規材料や代替材料の探

索などを効率よく行うことが可能となる技術。

お客さまから要望の高いアグレッシブなトレッドパ
ターンはともすれば基本性能に影響を及ぼし、開発を
難航させる要因になり得ますが、継続的に更新してき
た基盤技術により、初期段階のバーチャルシミュレー
ションで機能性と意匠性を高次元でバランスさせるこ
とが可能になっています。そうしたデータの蓄積を進
め、顧客志向商品力をさらに高めていきます。

め、タイヤバランスへの影響が極めて少なくなってい
ます。さらに、A.T.O.M.のより魅力的なメリットは、接
地面となるトレッドの片側にゴムの厚みを持たせる
ことが比較的容易にできる点で、それによってサイ
ドウォールにも溝を施すことが可能になっています。
A.T.O.M.は、大口
径タイヤで高い意
匠性を実現する当
社の強みの原点と
いえます。

担ってきた最先端材料のリサーチ等の成果を、生産拠
点の特性を生かして加工技術の研鑽につなげられるほ
か、工場併設のテストコースでの実車装着の走行テス
トまでをスピーディに行うことで、欧州地域の厳しい
法規制・規格への適応力を高めることができると考え
ています。

今後は、機械学習やディープラーニングなどAIに関
する知識やスキルを業務やビジネスの変革に活用でき
る人財がますます必要になります。AIが導く結果だけ
に頼りすぎることなく、なぜそうなるのかという原理
原則を正しく理解したうえで設計を行える技術者、AI

によって自身の思考力やキャパシティを広げられるよ
うな技術者の育成に取り組んでいきます。

●タイヤ開発プラットフォーム

● マテリアルズ・インフォマティクス（MI）※4技術の導入

● 機能性と意匠性の両立

● A.T.O.M. （Advanced Tire Operation Module）

顧客志向商品力

グローバルR&D拠点の連携

技術人財の育成

日本̶R&D 北米̶R&D 欧州̶R&D
●研究開発 全機能
● 高性能技術開発（研究・開発・
評価・Big Data、AI活用）

● マーケティング
● 顧客志向商品開発

● 最先端材料／次世代モビリ
ティの調査

● 高性能技術開発

研究開発の全機能をつかさどるとともに、
各種基盤技術の更新を行う。

主力市場である北米でマーケティング部
門と一体となって嗜好性を求める顧客志
向商品を開発する。

最先端材料の活用に向けた調査・研究を主
軸に、EV等次世代モビリティの技術開発
につなげる。
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生産・供給戦略

当社は2024年12月末現在、日本、米国、中国、マ
レーシア、セルビアの5カ国7工場でタイヤを製造し、
100を超える国・地域に販売しています。限られた数
の工場で多様な需要に応える必要性から、多品種少量
生産に長けているのが当社の生産体制の特性といえ
ます。工場を構える地域の市場での地産地消を進めな
がらも、顧客ニーズの多様化やグローバルの需給の変
化へのフレキシビリティを高めるため、各工場におい

て、段替え※と呼ばれる作業の最短化、技術部門や品質
保証部門と連携した緻密な生産管理といった取り組
みを通じて継続的に生産性の向上とスピーディな生
産品種構成（プロダクトミックス）の最適化を図って
います。そのようにして、届けるべきお客さまへタイ
ムリーな製品供給を実現しています。
※段替え: 生産ラインにおいて異なる製品を製造する際に、機械や治工具、材料の交換・設

定を切り替える作業

多品種少量生産

商品企画戦略→技術戦略→生産・供給戦略→販売戦略

地産地消を基本としつつ、複数の工場で他地域の市
場向け商品の一部を生産・供給できる体制を備えて
います。当社は2004年に海外初のタイヤ工場を米国
に設立して以降、新規工場の立ち上げや既存工場のリ
ノベーション時には、設備や使用材料の違いはあって
も、特定の製品群のスペックや性能について他工場と
の同等性を確保できるように生産工程を整備してき
ました。例えば、当社が強みとする大型SUVやピック
アップトラック用の大口径タイヤは、米国工場だけで
はなく、日本工場やセルビア工場でも北米市場向けに
供給できる生産体制となっています。
そのうえで、日本のSCM

本部が、販売部門からもた
らされる各市場の動向に基
づき、生産部門をはじめと
する関係部門をつないで
市場間の供給調整を行って
います。日本で一括してコ
ントロールすることで、グ
ローバルレベルでの円滑な
オペレーションはもちろん
のこと、工場間の採算バラ
ンスの調整も可能となりま

柔軟な生産対応を維持していくうえで技能・ノウハ
ウの承継は重要な課題の一つです。当社は、工場の特
性や所在国の労働市場の動向等を踏まえ、人財の定着
化と育成に向けた施策を講じています。
労働人口の減少による労働力不足が顕在化している
日本では、人財の定着率向上策の一環として、長期に
わたって稼働している工場の作業環境を改善するため
の計画的な投資を行っています。設備の軽量化・自動
化と全社的なDXのもとでの作業の標準化を進めるこ

市場動向に合わせたアロケーション

技能職人財の確保と育成

す。工場における多品種少量生産のノウハウを最大限
に生かし、需要変動に強く、採算性の高い生産体制を
実現しています。
こうした緻密な生産・供給アロケーションは、顧客
ニーズの多様化に対応し、顧客満足度を高めるといっ
た機会拡大のみならず、地政学リスクや各国の経済政
策等によるマイナス影響を回避あるいは最小化するう
えでの強みにもなっています。

とで、従業員の作業負荷を軽減し、シニア世代や女性
の従業員も含めた働きやすさの向上を図るとともに、
業務の属人化の解消にもつなげています。一方、労働
市場の流動性の高さが特徴である北米の工場では、定
着率の大幅な改善は難しいとの前提に立ち、短期間で
の教育と育成に取り組んでいます。全生産拠点共通の
動画SOP（標準作業手順書）に加えて、生産工程ごとに
トレーナーを配置したOJTの充実により、効率的かつ
効果的に即戦力化を進めています。

販売戦略

当社は中計 ̓21においてオールラウンドに規模を追
うことはせず、対象市場での徹底した採算管理に基づ
く利益の最大化を方針とし、それを実現するため重点
商品販売戦略を実行しています。重点商品は、中計 ̓21

の営業利益・利益率の目標達成に不可欠な、当社の強み
を具現化した独自のタイヤ商品カテゴリーであり、新商
品、基幹商品、差別化商品等で構成されます。販売部門
では、対象地域・市場の特性に合わせた重点商品販売構
成比率を指標として、営業活動を展開しています。

重点商品販売戦略

グローバル重点商品販売構成比率の推移

商品企画戦略→技術戦略→生産・供給戦略→販売戦略

当社は2004年に米国ジョージア州にタイヤ生産拠
点を設立して以降、北米市場にあらゆる経営資源を投
入してきました。クルマが、移動手段という枠を超え、
文化と生活の一部を成している米国において当社が着
目したのは、米国南西部のサンベルトと呼ばれる地域
で需要の高いライトトラック（大型SUV、ピックアッ
プトラック）向けの大口径タイヤです。なかでもとり
わけ個性を重視するユーザーをターゲットとして、彼
らが期待するボリューム感・頑強さと意匠性を兼ね備
えたタイヤを訴求し、投入し続けてきました。
自社直営の販売店を持たない当社にとって、市場の

動向やニーズを掴むための最も近いお客さまはディー
ラーです。販売部門では、ディーラーの皆さまが最終
ユーザーにお届けしたいと考えている商品の顕在ニー
ズだけでなく、それぞれのディーラーが当社からどの
ような提案やサービスの付加価値を求めているかと
いう潜在ニーズを引き出していく、いわばマーケティ
ング要素を持った営業活動を展開しています。そうし
たお客さまが求めておられることと当社が応えるべき
ものを緻密につなぎ合わせていく営業サービス活動を
通じ、独自の強い顧客基盤を築いてきました。一方、技
術部門や商品企画部門と連携し、米国最大規模のオフ

北米でのビジネスモデル

21年 22年 23年 24年 25年 中計’21KPI

53% 51%

63%
69%

55%超

米国工場
セルビア工場

新生産設備稼働
低コスト・高品質なタイヤの供給供給能力増強

ライトトラック用大口径タイヤ

生産拠点変更
乗用車用タイヤ

欧州へ供給
地産地消を展開

米国へ供給
旺盛な需要を獲得

米国へ供給
地産地消を展開
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販売
（ディーラー）

技術

生産
顧客

（消費者）

● 顧客の支持（ファン）
● ニッチな市場ポジション

● ディーラーとの強固な信頼関係による販売チャネル
● 顧客ニーズを考慮した緻密な価格設定

●

●

 
市場ニーズに応える開発

●
 

オフロードレースからの
技術的フィードバック

● 市場ニーズの収集
● オフロードレース参加に
よる認知度（名声）

マーケティング

技術に裏付けられた
高性能

ロードレースへの継続的な参加を通じて、ブランド認
知度の向上も図っています。これらの活動の相乗効果
によって、米国での特定のインチ以上のニッチセグメ
ントでは圧倒的なシェアを獲得・維持しており、大き
な収益源となっています。そうした成果に甘んじるこ
となく、市場の構造変化や当社へのお客さまの期待を
見極めながら、販売チャネルの大幅な再編なども断行
しています。
近年、このセグメントへの競合他社の参入や北米市

場全体への低価格製品の流入が相次ぐなかにおいても、
20年以上をかけて培ってきたディーラーとの信頼関係
に裏打ちされた商品力とブランド力が当社の強みであ
り、北米市場での当社のプレゼンスを保持していくため
の資産であるといえます。次期中期経営計画において
も、これらの強みをさらなる成果へとつなげるため生産
供給力や技術力の強化はもとより、ブランディングの強
化にも投資を継続し、より市場変動に強いビジネスモデ
ルへとブラッシュアップしていきます。

日本と欧州でも、「量を追わず質を追求する」ことを
基本方針として徹底し、各地域の市場動向に合わせた
重点商品の販売構成比率を指標とする営業活動への転
換を図っています。北米ビジネスをロールモデルとし
て、当社と同じ考え方でユーザーの皆さまに商品を届
けてもらえる販売パートナーとのWin-Winの関係構築
に注力しています。
日本では2023年から進めてきた販売拠点の統廃合

による構造改革の効果も表れ始めており、利益体質の

規模で勝る他社に対して当社が優位性を生かすに
は、事業環境の変化にいかにスピード感を持った対策
を打ち立て実行できるかが重要なポイントであると
いう共通認識が根付いています。この認識のもと、販
売、技術、生産の部門を含む全社レベルでの日次会議
で販売状況やディーラーの動きなどの情報を共有し、
商機を見極め、各機能がベクトルを合わせて適時に必

当社グループのタイヤ販売会社では、営業担当者及
びフロント業務担当者の顧客対応力の強化やサービス
担当者の作業スキル向上に努めています。顧客に対し
て製品価値を分かりやすく、正しく伝える意識を日頃
から持ち、それぞれの役割に応じて実践するスキルを
養うため、職種別の「セールスマン研修」「フロント研
修」を行っています。また、トラック・バスタイヤの交
換作業・点検・アフターサービスの技能・サービスの向
上及び社会問題でもある大型車車輪脱落事故防止を目
的として、サービスクルーを対象とした「トラック・バ

基盤が整いつつあります。
さらに2024年には、欧州でも、各国に点在する販売

機能を生産拠点のあるセルビア共和国に新設する販売
会社へ集約するという大胆な再編に着手しました。欧
州全域に対する生産・販売を一元的に管理し、経営基
盤を強固なものにするとともに、柔軟かつスピーディ
な事業展開による顧客満足とTOYO TIRESブランドの
プレゼンス向上をめざします。

要な対策を講じています。この機能連携と機動力が前
述のように日本と欧州での構造改革を並行的に推し
進めることができた強みであると考えています。構造
改革を完遂し、北米のみならず、連結ベースで利益体
質を強化し、グローバルでのビジネスの強靭化を図っ
ていきます。

スタイヤ作業コンテスト」を開催し、全国各地から選抜
されたサービスクルーが技術を競い合っています。当
コンテストを通じて、技術向上のみならず、自身の業務
がお客さまの安全・安心を支えることをあらためて認
識することができ、
従業員のやりがいの
創出やモチベーショ
ンの向上にもつな
がっています。

日本と欧州における販売体制の再編

グローバルでのビジネスの強靭化に向けて

販売・サービス人財の育成北米向け販売本数比率 北米向け販売に占める重点商品比率 北米向け売上構成比率

21年 22年 23年 24年 25年 中計’21KPI

41% 43% 45% 48% 41%

21年 22年 23年 24年 25年 中計’21KPI

56%
49%

62% 66% 58%

21年 22年 23年 24年 25年 中計’21KPI

60%
66% 67% 68% 58%

トラック・バスタイヤ作業コンテストの様子
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